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１．概要  

大学共同利用機関としての国立民族学博物館は、文化人類学・民族学及びその関連分野

の調査・研究を行うとともに、世界の諸民族に関する資料を収集・保管し、公開すること

が設置目的である。平成 29 年度現在、本館は、当該分野の共同研究・共同利用の世界的な

研究拠点、文化資源と研究情報の国際的集積センター、ならびに博物館機能を活かした大

学や一般社会への貢献の３点をミッションに掲げている。 

 世界の研究拠点として、これまでに海外 20 大学・博物館、国内 11 大学・研究機関等と

学術協定を締結し、機関間の共同研究、研究集会や連携展示等の活動を実施し、大学の機

能強化に貢献している。本年度、新領域研究の開拓をめざす国際共同研究は 10 件の研究プ

ロジェクト、公募制・異分野融合に基づく共同研究は 40 班を組織した。また、国際シンポ

ジウム・ワークショップを 19 件開催している。これらの研究集会への参加者及び外国人教

員、客員教員や外来研究者など本館を活用する国内外の研究者は 1,885 人にのぼる。 

これらの共同研究やシンポジウム等の成果は、日本語・外国語の刊行物によって国内外

に発信し、文化人類学研究の国際水準化、及び研究情報の収集・発信の内外の拠点として

の本館の使命を遂行している。 

研究資料の国際集積センターとしての本館は、世界の文化資源の体系化と共同利用を促

進するために文化資源プロジェクトを組織し、調査収集、資料管理、展示、情報化などを

進めている。また、平成 26 年度から８カ年計画で本館収蔵の民族資料の国際的共同利用を

可能にする「人類の文化資源に関するフォーラム型情報ミュージアムの構築」プロジェク

トを推進している。本プロジェクトは、現地社会（ソースコミュニティ）、国内外の博物館・

大学等との国際共同研究に基づいて人類の文化資源に関する情報の発信、交換、生成、共

有化の実現を目指すものである。 

博物館機能を生かした大学と社会への貢献に関しては、最新の研究成果を展示だけでな

く公開講演や研究公演などを通して社会へと還元している。常設展示については、10 年の

年月を費やし、本館における世界諸地域の文化に関する全面的な改修を進め、平成 29 年 3

月に一応の完了をみたところである。また、特別展、企画展、巡回展などを計８回開催し

た。館内でのゼミナール、研究公演、映画会等の事業及び大学生の授業だけでなく、館外

での定期的な公開講座・講演会などのアウトリーチ活動を積極的におこなった。以上の博

物館活動により、平成 29 年度には約 24 万人の観覧者を迎えた。 

一方、本館は保存科学の知識と技術に関して国際的な評価を受けており、国内外の博物

館・資料館の標本資料の維持・管理、被災資料の修復・保存、及び海外の博物館スタッフ

の研修など、国際的な博物館学の啓発に貢献している。 

20 世紀末からの急激なグローバル化により、世界の民族や文化は大きく変容する一方、

文化間の摩擦も各所で生起している。他者への共感に基づく異文化理解を促す、文化人類

学とその関連分野の知がこれまでになく求められている。本館の役割はますます重要にな

っているといわなければならない。
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２．研究活動 

１）特別研究 

特別研究は、平成 28年度から始まった第三期中期計画・中期目標期間の６年間を通じて、

「現代文明と人類の未来―環境・文化・人間」を統一テーマに、現代文明が直面する喫緊

の諸課題に対して解決志向型のアプローチにより実施する国際共同研究である。 

近現代のヨーロッパに発する科学・技術、政治・経済制度、社会組織、思想などからな

る西欧文明は、世界の多くの国と地域に影響を与え、科学・技術の発展は、人類の生活と

社会を豊かにすると信じられてきた。しかし、人口増加、環境破壊、戦争、資源枯渇、水

不足、大気汚染など、大きな負の代償を人類社会にもたらしているとも言える。特に環境

問題と人口増加は、解決を要する大きな課題である。前者は、生活空間・食料資源・生物

の多様性から、戦争・公害・地球温暖化・災害など、人間生活のあらゆる面に影響を及ぼ

している。後者は、2060 年には 100 億人を超え、2100 年には地球の人口支持力（環境収容

力）120 億人に近づく一方、先進国では少子高齢化が進み、家族や人間集団の維持・存続に

多くの問題をもたらしている。このような状況において、文明に対応してきた現地社会の

「知」から現代文明を問い直すために、特別研究を現代の人類社会が直面する諸課題の分

析と解決を志向する研究として位置づけ、環境問題や人口をめぐる地球規模の変動につい

て直接的・間接的に起因する対立軸となる文化現象を設定する。グローバル空間・地域空

間・社会空間が構成する多層的生活空間における現代的問題系としてアプローチすること

で、旧来の（伝統的な）価値から、いかに多元的価値の共存を保障する社会を創成するこ

とができるかを解明し、人類社会にとって選択可能な問題解決を志向する未来ビジョンを

提出することをめざす。 

 平成 29 年度は、前年度に立ち上がった「環境と生物多様性」に関する研究プロジェクト

において、「歴史生態学から見た人と生き物の関係」と題する国際シンポジウムを３月に

開催した。民族学、歴史学、考古学分野における著名な研究者を国内外から招へいし（海

外から６名）、生き物と人とのかかわりを学際的に把握し、地球のなかで自然、文化、文

明がバランスよく共存する方法を探った。また、平成 28 年度に策定したロードマップに沿

って、「食料問題とエコシステム」をテーマとする研究プロジェクトを新たに１件立ち上

げ、本テーマに関する公開講演会「料理と人間―食から成熟社会を問いなおす」を開催し

た。さらに、研究成果の国際発信に向けて、英文研究書シリーズを企画した。 

 

２）フォーラム型情報ミュージアムの構築 

本館が所蔵する様々な人類の文化資源をもとに国際共同研究を実施し、情報生成型で多

方向的なマルティメディア・データベースの構築を行っている。平成 29 年度は、「ソース

コミュニティと博物館資料との「再会」」、「北米北方先住民関連文化資源データベース」、

「「中国地域の文化」展示」「世界の音楽と楽器」及び「日本の文化展示関連情報データベ

ース」の５つのデータベースの公開に伴い、標本資料 12,093 件（246,096 レコード）の新

たな文化資源情報を公開した。これは目標資料件数 8,000 件（160,000 レコード）を大きく
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上回るものとなった。 

また、開発型プロジェクト「北米先住民製民族誌資料の文化人類学的ドキュメンテーシ

ョンと共有」、「台湾および周辺島嶼生態環境における物質文化の生態学的適応」、「民博が

所蔵するアイヌ民族資料の形成と記録の再検討 」及び「アフリカ資料の多言語双方向デー

タベースの構築」４件、強化型プロジェクト「北米北方先住民の文化資源に関するデータ

ベースの構築に関する研究 ―民博コレクションを中心に」、「中国地域の文化展示のフォー

ラム型情報ミュージアムの構築」、「日本民族学会附属民族学博物館（保谷民博）資料の履

歴に関する研究と成果公開」、「楽器に関するフォーラム型情報ミュージアムの構築」、「日

本の文化展示場関連資料の情報公開プロジェクト」、「中東地域民衆文化資料コレクション

を中心とするフォーラム型情報データベース」及び「朝鮮半島関連の資料データベースの

強化と国際的な接合に関する日米共同研究」７件、合計 11 件の研究プロジェクトを実施し

た。 

開発型プロジェクト「北米先住民製民族誌資料の文化人類学的ドキュメンテーションと

共有」においては、国際ワークショップ「博物館とディセンダントコミュニティおよびソ

ースコミュニティとの協働―米国ニューメキシコ州 Mimbres 遺跡出土資料熟覧と遺跡実見

を介したアート作品制作と展示計画」及び「博物館資料とソースコミュニティとの『再会』

の地元教育現場への展開―米国先住民ホピの七〇年間にわたる銀細工制作を事例として」

２件をアメリカで、開発型プロジェクト「台湾および周辺島嶼生態環境における物質文化

の生態学的適応」においては、標本資料ワークショップ、ビレッジミーティング「文物資

料庫工作坊」を台湾で、各プロジェクト現地ソースコミュニティと協働して開催した。ま

た、日本では国際シンポジウム「カナダ先住民の歴史と現状」と「アラビア半島の文化遺

産保護の現状と展開」の２件を開催し研究成果の公開・可視化を実施した。 

 

３）共同研究 

共同研究は、大学共同利用機関の主要な研究事業である。特に人文・社会科学において

は、特定のテーマのもとでさまざまな分野間の研究者が交流し高度な議論を行い、互いの

学問分野の境界を広げる（領域を拡張する）ことによって新しい研究成果を生みだすこと

が責務である。 

本館では、研究班を広く公募し、書類審査及び公開審査を行い、館外委員３名を含む共

同利用委員会の審議を経て採否を決定している。これによって大学の共同利用と研究者コ

ミュニティの多様化するニーズにこたえる体制を整えている。特に近年の学術研究の動向

を迅速にとらえ、かつ共同利用機関としての使命をより明確にするため、共同研究の公募

をよりいっそう進めた。平成 22 年度より、「若手研究者による共同研究」を通常の共同研

究に組み込んで、新たに募集枠を設けて募集している。特に若手枠共同研究については、

従来より館内教員が分担者となり運営に対して助言を行うことにしていたが、共同利用委

員会よりの提言を受けて、運営に問題がある研究に対してはさらにモニター役として館内

教員２名を指名し助言をあたえる体制を整えた。 

現在、毎年約 30～40 件の共同研究を組織し、平成 20 年度からは３年半以内を期限とし
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て公開の成果報告を経て、出版をはじめ、シンポジウム、学会分科会、電子媒体での発表

など、さまざまな形で成果を公開している。平成 29 年度は、本館教員 12 件（うち新規１

件）、館外の教員・研究者 17 件（うち新規３件）、若手研究者による共同研究４件（うち新

規１件、うち館外研究者３件）の合計 33 件の共同研究を組織した。研究会の一部は一般に

公開しており、館外での開催も認めている。共同研究は、国内の大学等の諸機関で行われ

る文化人類学とその関連分野の研究教育を活性化し、学界全体のレベルの向上に、さらに

は、大学の「機能強化」に大きく貢献していくと考えられる。 

 

４）外部資金の導入 

本館では館員に科学研究費助成事業などの外部資金へ積極的に申請するよう働きかけて

おり、平成 29 年度は、外部資金を以下のとおり受け入れている。受託研究／受託事業は国

際協力機構他から４件で計 10，585 千円、寄附金は（公益）日本財団他から 17 件で計 43,788

千円、科学研究費助成事業は新学術領域研究（学術研究支援基盤形成）１件、新学術領域

研究２件、国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）２件、基盤研究（A）８件、基盤研

究（B）９件、基盤研究（C）14 件、若手研究(A)３件、若手研究（B）10 件、若手研究（B）

における独立基盤形成支援（試行）１件、挑戦的萌芽研究１件、挑戦的研究（開拓）１件、

研究活動スタート支援１件、研究成果公開促進費１件、特別研究員奨励費５件、計 59 件で

185,100 千円（直接経費（国際共同研究加速基金を除く））を受け入れた。なお、平成 29

年度は、科学研究費助成事業に関する説明会として、本館副館長による科学研究費助成事

業の獲得に向けての説明会を開催した他、新規応募予定者を対象とする申請に関する説明

会も開催し、新規分の採択率*は 25.0％で、継続中含めた全体の採択率*は 68.4％であった。

（* 採択率の対象は常勤のみ） 

 

５）研究の成果公開 

本館では、館長リーダーシップ経費において研究成果をより効果的に公開し、国内外の

研究者コミュニティや社会へ円滑に還元するため、「研究成果公開プログラム」を設けてい

る。その中には①シンポジウム、②研究フォーラム、③国際研究集会への派遣、の３カテ

ゴリーがあり、館内募集している。 

①シンポジウム、②研究フォーラムについては、計４件が実施された。国際的な研究集

会であり、研究者及び一般参加者の 508 人が参加し、国内はもとより国際的な研究成果の

発信を行った。③については、２人を国際学会等の国際研究集会へ派遣した。 

①②の４件を含み、平成 29 年度は、「カナダ先住民の歴史と現状」などの国際シンポジ

ウムや、「博物館とディセンダントコミュニティおよびソースコミュニティとの協働」など

の国際ワークショップ、「地域文化の発見、保存と活用」などの国際フォーラムを 19 回開

催し、合わせて 1,651 人の参加者を国内外から得ました。 

また、本館は特別研究や共同研究による研究成果を広く一般に公開することを目的とし

て、特に現代的な課題を設定して学術講演会を開催している。平成 29 年度は、11 月に東京

で「料理と人間―食から成熟社会を問いなおす」（日本経済新聞社と共催）を開催し 407 人
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の参加があり、平成 30 年３月に大阪で「’70 年万博からみんぱくへ」（毎日新聞社と共催）

を開催し 349 人の参加があった。いずれも本館の研究内容に対する関心の高さが示された

ものと考える。 

出版物については、定期刊行物として『国立民族学博物館研究報告』が４点（42 巻１号

～４号）、『民博通信』が４点（157 号～160 号）、不定期刊行物として英文の論文集『Senri 

Ethnological Studies』が４点（95～98 号）、『国立民族学博物館調査報告（『Senri 

Ethnological Reports』）』が和文、英文、中文で５点（142 号～146 号）、本館助成の外

部出版として『文明史のなかの文化遺産』など３点が出版され、研究成果の公開が順調に

進められた。とりわけ、６点の外国語論集の刊行は、研究成果の国際発信として評価され

る。 

 

６）大学・研究機関等との協力・連携 

国内の学術交流に関しては、大妻女子大学（平成 29 年６月 20 日）、山形大学（平成 30

年２月 16 日）、大阪大学（平成 30 年３月 17 日）、京都造形芸術大学（平成 30 年３月 19 日）

と学術交流に関する協定を締結した。 

また、日本文化人類学会との連携は、今年度も学術協定に基づき進められた。主な連携

事業としては、同学会のメーリングリストおよびウェブサイトで、当館の行事予定の告知

を月に１、２回（通常２回、年末年始や情報の少ない時期は１回）告知している。 

特記すべきこととして、ネットワーク型基幹研究プロジェクトの地域研究事業において

は、国内外の大学及び研究機関等と学術協定を締結し、国立民族学博物館を中心拠点また

は副中心拠点とする事業マネジメント及び支援体制の下、「北東アジア地域研究」、「現代中

東地域研究」及び「南アジア地域研究」を推進した。 

「北東アジア地域研究」は北海道大学、東北大学、富山大学、島根県立大学及び早稲田

大学と、「現代中東地域研究」は秋田大学、東京外国語大学、京都大学及び上智大学と、ま

た「南アジア地域研究」は京都大学（中心拠点）、東京大学、東京外国語大学、広島大学及

び龍谷大学とともに、それぞれ国際的共同研究を推進した。このうち、「北東アジア地域研

究」は、国際シンポジウムをモンゴル科学アカデミー国際関係研究所と共催したほか、韓

国の国会議員や元統一研究院長等を招聘して講演会を開催し、喫緊の課題に対する現状分

析を示して研究成果を社会還元した。「現代中東地域研究」は、本機構との学術協定に基づ

き、パリ日本文化会館と共催で国際シンポジウム及び一般向け講演会を開催し、日本にお

ける先端的な現代中東研究の成果をヨーロッパの研究者等へ向けて発信するとともに、日

本とヨーロッパと中東の三者間関係の中から新たな地域研究の領域を開拓する試みとなっ

た。「南アジア地域研究」は、アジア諸国の主要な南アジアを研究する機関のネットワーク

「アジアにおける南アジア研究コンソーシアム」を立ち上げ、国際シンポジウムをネパー

ルの社会科学系研究者による開発支援 NGO とも協力して開催し、従来の欧米中心であっ

た南アジア研究を、アジアが中心となって推進する国際プロジェクトとして展開した。 
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７）国際研究統括室の活動 

各研究部ならびにセンターによる組織的研究力を強化し、共同利用・共同研究の面での

機能強化を図るために、旧研究戦略センターと旧国際学術交流室が担ってきた国内および

海外との共同研究・共同利用に係る研究戦略機能を統合的に引き継ぎ、新領域の開拓のた

めの共同利用型研究体制の基盤整備及び国際・国内戦略を立案し統括することを目的とし

て、国際研究統括室を平成 29 年４月に設置した。 

 国内外の大学・研究機関等との学術協定にかかる平成 29 年度の業務としては、上記の国

内大学との新たな学術協定に加えて、海外では 11 月にイラン国立博物館と、12 月に客家委

員会客家文化発展センターおよび交通大学客家文化学院と新たに学術協定を締結した。ま

た、台湾・順益台湾原住民博物館との協定について、これまでの交流状況及び今後の交流

計画について審議を行い、その更新を行った。 

前年度末に全面改訂した新たな外国人研究員（客員）招へいにかかる新制度を始動した。

国際研究統括室で戦略的に公募し、外国人研究員が設定していた共同研究テーマを本館の

共同利用型プロジェクトをベースとさせるなど、本館の共同利用型プロジェクトの国際化

と高度化に効果的かつ効率的に大きく貢献できる体制とした。なお、外国人研究員の受入

に際しては、本館内の各種手続きや生活上の各種情報を掲載した『Guide for Visitors』

を発行しており、平成 25 年度からは情報の即応性を高めるため、冊子印刷を取り止め、本

館ウェブサイト上に掲載のうえ、随時情報を改訂している。 

国際学術交流の面では、本館と関わりのある海外の研究者及び本館と関連の深い国内外

の研究機関を「民博フェローズ」として位置付け、研究者ネットワークを構築しており、

平成 29 年度末現在の民博フェローズは 95 カ国・地域、1,149 件が登録されている。 

共同研究体制改革ＷＧをたちあげて、本館の共同研究の抜本的改革のための議論を開始

した。公募による機構外教員の共同研究実施体制を見直す中で、出産、育児及び介護を理

由とした共同研究期間の延長措置を新たに設けるよう改善した。このことにより、ライフ

イベントによる研究の中断等がなく、柔軟に進めることが可能となった。また、「共同研究

最終年度における研究成果の国際展開強化ための若手支援プログラム」を立案し、次年度

において試行的に実施することとした。 

 

８）今後の課題 

第二期中期目標・中期計画期間に実施された多様な機関研究や共同研究の成果をとりま

とめ、国内外にインパクトのある方法で発信することが直近の課題である。特に共同研究

については、すでに国際研究統括室に共同研究改革ＷＧを設置して、実施体制や内容、成

果の発信について検討を加えているところであるが、平成 31 年度公募のタイミングで改革

を実施する必要がある。さらに、第三期中期目標・中期計画期間の本館の研究の柱のひと

つであり、国内外の研究機関や現地社会と連携しながら実施される「フォーラム型情報ミ

ュージアムの構築」プロジェクトでは、館員全員が積極的に参加する体制と計画を整備す

ることが引き続き課題であるとともに、学術基盤形成事業である本プロジェクトから新た

な研究領域を創成していくための国際共同研究を充実させる必要がある。 



 
 

 

 7 

交付金削減が続く中、本館の研究費の確保が大きな問題となっている。このため大型共

同研究プロジェクト等を推進していくためには、科学研究費助成事業のみならず、さまざ

まな外部資金を獲得し、活用することが不可欠であり、外部資金を獲得するための支援体

制の整備が課題のひとつである。研究成果の公開については、本館のミッションである国

際発信を推進すべく、多様なメディアの活用を奨励し、支援するための制度構築が必要で

ある。 

 

３．資料等の共同利用 

１）資料の収集・調査研究  

本館では、大学共同利用機関としての共同利用基盤を整備するとともに、本館あるいは

関連する他機関が所蔵する文化資源の体系化を進め、共同利用を促進し、学術的価値を高

めるための研究を推進するために「文化資源研究プロジェクト」を制度化している。この

プロジェクトは、調査収集、資料管理、展示、博物館社会連携の分野で構成され、本館の

博物館活動を牽引する根幹をなしている。 

また、本館又は大学等関連諸機関が所有する学術資源の情報化をすすめ、本館専任教員

のイニシアティブにより共同利用を促進し、学術的価値を高めるために、映像音響資料の

取材・収集、展示情報化、情報化の３つの分野について情報運営会議の下で「情報プロジ

ェクト」として制度化し実施している。 

平成 29 年度末において、本館が所蔵する学術資料は、標本資料が約 34 万 5 千点、映像

音響資料が約７万点、図書資料が約 67 万冊である。これらの資料の外部からの利用、問い

合わせに関しては、民族学資料共同利用窓口を設けており、平成 29 度は 282 件の問い合わ

せに対応した。 

本年度の資料等の共同利用の実績は、館外機関の標本資料熟覧点数は延べ 32 件 1,062 点、

館内の標本資料熟覧点数は延べ 1,001 点である。本年度は昨年に引き続き共同研究「戦前

の渋沢水産史研究室の活動に関する調査研究」のための資料調査として、アチックミュー

ジアム資料のうち、水産史に係る資料の熟覧を実施し、延べ 2,780 点の資料を熟覧に供し

た（延べ点数は、熟覧点数、日数及び人数を乗じたものの総計である）。その他、10 機関へ

631 点の標本資料の貸付けを行い、資料画像の原板利用が 47 件 500 点（うち、大学等研究

機関へは４件 21 点）、撮影が 27 件 387 点（うち、大学等研究機関へは６件 94 点）あり、

映像音響資料の原板利用、複製等が 125 件 902 点（うち、大学等研究機関へは 22 件 304 点）

あった。文献図書資料の原板利用・写真撮影が６件 53 点、文献複写の受付が 4,025 件（う

ち大学等研究機関から 1,658 件）、現物貸借の受付が 660 件（うち大学等研究機関から 496

件）あり、図書室の開室日数は 354 日、入室者数は 9,867 人、図書貸出冊数は 12,357 冊で

あった。 

資料の収集・調査研究は、展示、研究等への共同利用を目的とした標本資料収集、映像

取材・編集、資料の整理と情報化、資料情報データベースの公開等を教員の提案に基づく
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プロジェクト形式（「文化資源プロジェクト」・「情報プロジェクト」）により実施している。

各プロジェクトの審査は、提案書、提案書に対する館外の研究者や専門家の意見及び提案

者が行うプレゼンテーションに基づいて、プロジェクトを所掌する会議（文化資源運営会

議又は情報運営会議）の各委員が行っている。各プロジェクトの採択は、前述の各委員の

審査結果と評価指標を基に所掌する会議での合議を経て決定している。 

本年度は、標本資料収集のプロジェクトを 28 件実施した。標本資料は、インド、アルメ

ニア及びモンゴル等の地域の資料を 157 点寄贈受入した。これにより、すでに所蔵してい

る資料と新規に受け入れた資料を組み合わせることで、資料の充実をはかった。 

情報プロジェクトでは、映像音響資料の取材・収集分野において「セネガルにおけるソ

ニンケ民族祭の映像取材」、「「怪異の音」の映像音響資料収集」の２件の取材を実施し、「在

日コリアン音楽に関する民族誌映画の制作」、「ネパールのバイラヴ仮面舞踊に関する映像

資料制作」の２件の映像民族誌制作を実施した。本年度は、映像資料のさらなる質の向上

を目的に、取材前および取材成果報告、制作方針の検討および仮編集時の内容構成検討な

どの各段階で、プロジェクト提案者とこの分野を専門とする館内研究者による検討と議論

の機会を設け、より一層洗練された研究成果が社会に還元されるように、番組を制作した。 

その他、平成 28 年度開催された研究講演「めばえる歌―民謡の伝承と創造―」の記録映

像を制作した。また、平成 29 年度開催した特別展・企画展について、360 度の全周画像を

つなぎあわせたパノラマムービーを５本作成した。加えて、本館展示場全域のパノラマム

ービーをホームページで公開した。 

また開館から 40 年が経ち、世界の状況や学問のあり方などが大きく変化していることか

ら、これからの文化人類学や民族学、人間文化を研究していくうえで、民族資料をどのよ

うなかたちで集積し、どのように共同利用していくかの検討が必要となってきた。これを

受け、国立民族学博物館研究資料共同利用委員会において、外部の研究者とともに標本資

料及び映像音響資料の集積方法及び共同利用に関する基本方針を検討した。今後、引き続

き中長期的な計画の検討を行う。 

 

２）資料の保存 

本館では、資料の保存・管理に関わる文化資源計画事業「有形文化資源の保存・管理シ

ステム構築」を、「有形文化資源の保存対策立案」、「資料管理のための方法論策定」、「その

他、資料管理に関わる各種調査の指導・統括と調査結果の検討」という３点を主軸に進め

ている。 

本年度は、有形文化資源の保存対策として、持続的な総合的有害生物管理（IPM）体制の

継続実施とその拡充、薬剤を用いない各種殺虫法の民族資料への適用を行った。資料管理

のための方法論策定では、生物生息調査、温度・湿度モニタリング等の博物館環境調査と

その解析、総括を行った。 

これらと並行して収蔵資料の保管・収納方法の改善を引き続き段階的に進めると同時に、

年度計画に従い「特別収蔵庫 F（衣類収蔵庫）における収蔵状況の詳細調査」及び「特別収

蔵庫 C（漆器収蔵庫）の再配架」を実施した。今後も引き続き狭隘化対策を継続する。さら
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に、展示や収蔵用の包材調査を継続実施し、逐次、包材の基本情報（製造元、販売元、入

手先、使用目的、成分、寸法、pH 値など）をデータベースにまとめた。 

本館には、民族資料や文化財、博物館資料を対象に、一次的な非破壊分析や材質分析が

おこなえる非破壊実験・材質分析装置システムが導入されている。本システムを文化人類

学やその周辺領域の学問分野においてより積極的に活用し、共同利用に寄与するため「共

同利用型科学分析室」を設置し、体制を整えた。また、安定した運用を行うための人員と

して、プロジェクト研究員２名を雇用する予定である。 

映像音響資料については、EC フィルム 132 本のデジタル化を行った。また、平成 28 年度

の検討結果に基づき DVCPRO テープ 529 本に記録されたデジタルデータを大容量光ディスク

などの媒体に変換した。本年度までに DVCPRO テープ約 6,000 本のうち約 800 本について媒

体変換が完了している。さらに、本館制作番組のフィルム画ネガ 160 本、本館制作番組の

フィルムの音ネガ 161 本、本館制作番組以外のフィルム 309 本の酸性度調査を実施した。 

 本館は創設から 44 年、開館から 41 年が経ち、収蔵庫の狭隘化、施設・設備の老朽化が

進んでいる。収蔵庫の狭隘化対策として、第３収蔵庫の標本資料の再配架（平成 22年度～）、

多機能資料保管庫の新設（平成 25 年度）、２ヶ年計画で進めてきた第 1 収蔵庫の改修（平

成 26～27 年度）、特別収蔵庫Ｃ（漆器収蔵庫）の改修（平成 27 年度～平成 29 年度）に加

え、特別収蔵庫 F（衣類収蔵庫）の再配架に係る調査に着手した。今後、第２収蔵庫、第４

収蔵庫及び第７収蔵庫等において狭隘化対策が必要であり、その予算措置が求められる。

また、展示場や収蔵庫での雨漏りの対策は依然として不十分な状況にあるため、早急な対

応が求められる。 

本館には未整理の標本資料大型コレクション（基幹コレクション）が存在しているが、

平成 29 年度より整理作業を開始した。今後も継続して整理作業を進める。 

 

３）データベース化・共同利用体制の整備 

平成 29 年度は「津波の記憶を刻む文化遺産―寺社・石碑データベース―」「３次元 CG で

見せる建築データベース『東南アジア島嶼部の木造民家』」をホームページで公開した。 

「津波の記憶を刻む文化遺産―寺社・石碑データベース―」は、東日本大震災の経験か

ら、日本列島に住むすべての人びとに、津波災害の記憶を自身の問題として受け止めても

らえるよう、全国各地に残された津波に関わる寺社や石碑、銘板などの情報を地図とデー

タベースで確認できるようにしたものである。ID、パスワードを発行した協力者による新

たな情報の追記が可能な仕組みとなっている。 

「３次元 CG で見せる建築データベース『東南アジア島嶼部の木造民家』」」は、インドネ

シアを中心にフィリピン、マレーシアとベトナムの一部をふくむ諸民族（多くはオースト

ロネシア語族）の木造民家とその付属建築を対象にし、建築構造を忠実に再現した３次元

CG を通して、世界にも類のない独特の建築様式を紹介している。 

加えて、「焼畑の世界 佐々木高明のまなざし」の館内公開を行った。このデータベース

は佐々木高明氏がフィールドワークで撮影した写真資料のうち、特に焼畑に関する記録写

真を収録し、日本の焼畑研究の第一人者である佐々木氏の足跡をたどるとともに、焼畑の
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作業工程を中心に焼畑の世界を示すものである。 

 また、年末年始展示イベント「いぬ」開催に伴い、「いぬ」に関連する標本資料のデータ

ベースを作成し、展示場内に設置したコンピュータで来館者に提供した。このデータベー

スでは来館者がお気に入りの「いぬ」に票を投じることができるシステムにしており、そ

の投票の経過をソーシャルメディアで発信したことで、展示の広報活動にもつながった。 

 共同利用体制の整備としては、本館制作の映像資料 18 作品を４枚の DVD に収納した「み

んぱく映像民族誌」（第 26 集～第 29 集）を作成し、606 の機関等と９名の館内研究者に配

布した。 

 「みんぱく映像民族誌」の配布は、本館制作の映像資料の学術資料としての認知度を高

め、研究機関等での活用を推進するために実施している。配布先からの継続配布の希望も

あって、平成 30 年度も「みんぱく映像民族誌」を作成・配布することとなっているが、配

布先での使われ方を検証し、より一層共同利用に寄与できる「みんぱく映像民族誌」の作

成方法の検討が求められる。 

利用に関する多様な問い合わせを一つの窓口で対応する「民族学資料共同利用窓口」によ

り、サービス向上を図っている。平成 29 年度には 282 件の問い合わせに対応し、利用促進

に寄与している。 

 

４）文献図書資料の情報公開・共同利用の推進 

平成 29 年度の新規受入図書は 5,127 冊で、蔵書冊数は 675,527 冊となった。一般利用登

録者数は 204 名で、その館外貸出冊数は 1,850 冊であり、一般利用者にも広く利用されて

いることがわかる。 

利用者支援サービスとしては、外来研究員オリエンテーション、総研大新入生ガイダン

ス、民博新任職員研修の施設案内、博物館学コース（JICA）オリエンテーション、若手研

究者奨励セミナーの施設案内などを実施し、利用促進を行った。 

遡及入力事業として、国立情報学研究所 NACSIS-CAT（全国規模の総合目録データベース）

への登録作業を推進している。平成 29 年度は冊子体については雑誌 168 タイトルの入力を

行い、図書に続き雑誌の遡及入力もほぼ完了した。マイクロ資料については、原資料が北

米の大学の博士論文 4,859 件、図書 20 件、新聞雑誌 106 タイトルの遡及入力を実施した。

本館文献図書資料の所蔵情報は、広く一般に公開利用されており、他機関に対する図書資

料の相互利用での貸出受付は 660 件、文献複写受付 4,025 件と、共同利用に貢献している。 

資料整備関連事業としては、書庫４層の一部および閉架書庫等、164,279 冊の蔵書実査を

行った。 

施設整備事業としては、書庫 1･2･3 層の照明を LED にして利便性を高めた。また、マイ

クロフィルムキャビネットのパッキンが劣化・粉状になっていたため 62 台分のパッキンを

交換し、マイクロフィルムの保存環境を整備した。その他、書庫１層にてカビが発生した

ため資料の隔離、カビの除去および空気清浄機と除湿器を設置し対処を行うとともに書庫

環境の改善を行った。 

書庫の狭隘化及び文献図書資料費の減少が重要な課題であり、その対策として、書庫4層
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の再配架、薄型ブックエンドへの切り替えや請求記号のインデックスを代本板方式からカ

ードケース方式へ変更することで約2,000冊分の空きを捻出した。購入雑誌については、購

読形態が電子ジャーナルと冊子のセットであるもの21タイトルを電子ジャーナルのみにす

ることで、購読タイトル数を維持しながら経費削減をはかった。 

 

５）研究アーカイブズ資料 

平成 29 年度から、アーカイブズ部会において研究アーカイブズ資料に加え、映像音響資

料の寄贈受入についても協議することとなった。資料の受入の流れを確定し、以下の資料

を受け入れた。 

① ミクロネシア・サタワル島写真コレクション 

② 滋賀県朽木村針畑における生活に関するアーカイブ資料 

また、以下の整理作業を行った。 

① 馬淵東一アーカイブについて、平成 22 年に発見された追加資料を含めて権利処理を

行い、追加資料の目録を公開した。 

② 江口一久アーカイブの権利処理を行い、音響資料のデジタル化を完了した。 

③ 菊沢季生アーカイブのうち、傷みが激しい研究ノート 186 冊のデジタル化を行った。 

④ 栗田靖之アーカイブ・別府春海アーカイブ(仮称)の目録作成を完了した。 

⑤ 吉田集而アーカイブ・石毛直道アーカイブ（仮称）の目録作成を行った（次年度継続）。 

平成 29 年度末において、目録を公開し利用に供しているアーカイブは 13 件である。本

年度の利用の実績は、閲覧・視聴が 22 件、特別利用が 10 件、事業利用が 14 件であった。 

 

６）機関リポジトリ 

「みんぱくリポジトリ」は、平成 22 年１月 12 日に一般公開され、８年が経過した。平

成 29 年度は、館内出版物『国立民族学博物館研究報告』、『Senri Ethnological Studies』、

『国立民族学博物館調査報告（Senri Ethnological Reports）』に加え、『民博通信』の登録

を開始した。また、館外出版物について、登録対象物・対象者・登録までの流れを整備し

た。 

その結果、今年度新たに登録したコンテンツは 121 件で、平成 29 年度末のコンテンツ登

録数は 4,579 件となった。コンテンツのダウンロード数は、年間 566,456 件に達している。 

また、同一論文のタイトル等を日英両言語で表記するクラウド型のグローバル・リポジ

トリ事業に着手し、「タイトル」、「著者名」、「キーワードまたは抄録」に英語表記を追加す

る作業を 300 件行った。 

さらに、館内出版物の論文に DOI（デジタルオブジェクト識別子）を付与し、永続的アク

セスに必要な情報を提供できるようにし、アクセシビリティを向上させた。 

 

７）情報システム環境の整備 

本館の情報システムについては以下の改善等を実施し、共同利用事業推進のための環境

を整備した。 
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標本管理システムについては、これまで標本資料の管理に既製ソフトウェアをカスタマ

イズしたシステムを使用してきたが、資料件数の増加、資料管理業務の効率化、新構築し

た展示の高度情報化を考慮し、情報基盤となる新たな標本資料管理システムを開発すべく、

平成 27 年度は基本書誌情報及び資産情報の登録・管理機能をもったデータベースを開発し

た。平成 28 年度以降も継続的にシステム構築を進めていく。  

展示場情報システムネットワーク設備として、２階展示場の集約拠点（多機能端末室）

から各展示場間に 10GBASE 対応の光ケーブルを敷設した。４階の無線 LAN 設備については、

既存の設備に加え、LCX ケーブルを敷設し、設備の増強を図った。 

また、データベースの基盤となる検索システムのリプレイスに向け、検索エンジンを中

核に据えたバックエンドシステムを開発するため、本年度は、オープンソースの全文検索

エンジンの比較調査を行い、要求要件書を作成した。さらに、本館に所属する研究者の経

歴や業績などの情報を登録・管理し、活用できる「みんぱく活動情報データベース」の構

築に向け、IR 室及び関係部署と連携し項目の選定を行った。 

 

８）今後の課題 

グローバル化が進み、物質文化の急激な変容が見られる現代社会において、民族誌資料

を基礎的な調査とともに収集し、学術資料として将来に引き継いでいくことは、本館の創

設以来の使命のみならず、世界的にもその必要性が認められる。19 世紀後半から 20 世紀全

般にわたる世界の諸民族の生活文化の資料を収蔵する本館にとって、継続的に同種の資料

を必要に応じて収集していくことの学術的、社会的意義は高い。それにふさわしい資料の

収蔵環境の整備は必要不可欠な要件である。 

標本資料約 34 万５千点のうち、高解像度のデジタル画像が未整備の資料が約 20 万点あ

る。情報技術の発達に伴い、博物館資料の画像においても、より高品質のものが求められ

ており、未撮影資料の高解像度デジタル画像撮影が急務となっている。これを受け、平成

29 年度は予算の追加措置により、２千点の資料を追加撮影した。今後も追加撮影を継続す

る必要がある。 

映像音響資料については、収蔵されている約 8,000 点の大部分がデジタルデータとして

デジタル媒体に保存されている。写真資料についても、利用と保存のためにフィルムをデ

ジタル化してデジタル媒体に保存している。これらの記録媒体は新しい再生記録装置での

再生が不可能になることや、媒体自体の劣化のため一定期間（数年～数十年）で媒体変換

（マイグレーション）を行う必要があるが、現在の大容量光ディスクを使用する媒体変換

には膨大な費用と時間がかかるため、数年先には継続して実施できないことが想定される。

このことから、映像番組制作・編集・利用・保存などの方針や業務の流れを考慮して、デ

ジタルデータとなった映像情報を永続的に集積し、管理するシステムを構築した。 
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４．教育・人材育成 

１）大学院教育 

本館に設置されている総合研究大学院大学文化科学研究科の地域文化学専攻及び比較文

化学専攻では、平成 29 年度に課程博士２名の学位取得者を輩出した。平成元年度に博士後

期課程のみを有するユニークな文系の大学院として２専攻（定員各３名）が設置されてか

ら現在までの学位取得者は、課程博士 68 名、論文博士 32 名のぼる。最初の学位授与以降、

過去 27 年間の学位取得者総数 100 名は、文科系の大学院としてきわめて優れた実績である

といえよう。 

ただし、両専攻ともに平成 29 年度までの数年間に入学者が定員に満たない年があった。

それゆえ、両専攻の知名度をより高めるとともに、学生にとってさらに魅力的な教育体制

を整える必要がある。また、留学生の割合が増えていることから、日本語教育を強化する

ことが求められており、外国語による研究発表、論文執筆のための指導もより充実させる

必要がある。 

 本館の２専攻は、京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科、大阪大学大学院人

間科学研究科、神戸大学大学院国際文化学研究科及び人間発達環境学研究科、京都文教大

学大学院文化人類学研究科の４大学院の５研究科との間に学生交流協定を締結し、単位互

換を行っている。これは、平成 17 年度から開始された他大学との交流を通した教育の質的

向上と活性化をめざす試みである。本館自体は大学共同利用機関として、全国の国公私立

大学の博士後期課程に在籍する学生を、所属する大学院研究科からの委託を受けて「特別

共同利用研究員」として受け入れ、一定の期間、特定の研究課題に関して研究指導を行っ

ている。平成 29 年度は、国立大学から２名、公立大学から２名の学生を受け入れた。 

ただし、ここ数年特別共同利用研究員の応募が減っていることから、他大学院に対して、

本館で学習、研究することの長所や本館を利用するに際しての特典をより具体的に案内す

る必要がある。 

 

２）若手人材育成 

国内の大学院博士課程在籍者及び PD（ポストドクター）などの若手研究者を対象として、

平成 21 年度から「みんぱく若手研究者奨励セミナー」の名称のもと、本館教員の講演の後、

参加者が特定のテーマで研究発表を行うセミナーを行っている。平成 29 年度からは研究部

改組に伴い、本プログラムを新しく再編された各研究部のミッションに沿った形で当該研

究部が年度毎に担当する体制を整えた。本年度はグローバル現象研究部が担当し、「グロー

バル現象を人類学はどのように捉えるか」というテーマが設定され、国公立大学の大学院

生８名が参加した。教員による講演に続き、参加者による研究発表が行われ、優秀発表者

に「みんぱく若手研究者奨励セミナー賞」が授与された。同時に、図書室・本館展示など

の施設見学を行い、共同利用制度、大学共同利用機関としての有用性、若手研究者に対す

る支援制度等についてのアンケート調査も実施した。 

また、本館では若手研究者人材育成の一環として機関研究員と外来研究員を受け入れて
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いる。本年度は４名の機関研究員、16 ヶ国・地域からの 25 名の外国籍の研究者を含む、103

名の外来研究員のうち 53 名の若手研究者を受け入れた。 

 

３）今後の課題 

大学院教育に関しては優秀な受験生と入学者の確保と外国人留学生への教育支援の充実

が今後の課題である。また、若手研究者の育成については総合研究大学院大学の修了生や

若手外来研究員の就職先の確保が重要な課題である。 

 

５．社会との連携 

１）博物館展示等 

【本館展示】 

本館展示は、新構築を完了した展示自体を、研究の進展に応じて不断に更新していくほ

か、本館にこれまでに蓄積されている研究情報を、展示の糸口にして、展示場サインのユ

ニバーサル化、展示空間の高次統合化に着手した。 

展示場サインのユニバーサル化として、触地図案内版の整備、資料演示の改善、中央・

北アジア、アイヌ展示の照明の再調整を実施した。 

また、展示空間の高次統合化として、東南アジア展示場のパティオ改修及び改修後の活

用を図るため、ゆとろぎスペースの整備を行い、本館展示場の UV フイルムの交換を実施し

た。 

来館者が世界の諸民族の社会や文化、民博の展示資料等をよりよく理解できるように作

成された携帯型の展示解説装置「電子ガイド」のコンテンツは、平成 29 年度末現在で、328

本にのぼる。 

特記すべきこととして、本館展示の新構築完了に伴い刊行した『開館 40 周年 国立民族

学博物館 展示案内』が日本印刷産業連合会主催第 59 回全国カタログ展「カタログ部門実

行委員会奨励賞」を、またアイヌ工芸品展「現れよ。森羅の生命―木彫家 藤戸竹喜の世界」

（30 年１月 11 日～３月 13 日）が美術館連絡協議会「2017 年 美連協奨励賞（美術館表彰）」

をそれぞれ受賞した。 

 

【特別展示・企画展示・巡回展示】 

 特別展は、開館 40 周年記念事業として「ビーズ ― つなぐ・かざる・みせる」、「よみが

えれ！ シーボルトの日本博物館」、「太陽の塔からみんぱくへ－70 年万博収集資料」の３回

を開催した。「ビーズ ― つなぐ・かざる・みせる」（平成 29 年３月９日～６月６日）では、

本館の所蔵する標本資料 1,834 点や映像資料を中心に紹介し、教職員等によるギャラリー

トークや講演、ウィークエンド・サロンを実施するとともに、最寄り駅からの直通無料送

迎バス運行、近隣大型商業施設内の店舗が主催する関連ワークショップツアー実施やツイ

ッターなどの SNS による情報発信を行い、法人化後最多観覧者数を更新する 54,292 名と

なった。 



 
 

 

 15

また、ミュンヘン五大陸博物館、ブランデンシュタイン＝ツェッペリン家の協力を得て、

「よみがえれ！ シーボルトの日本博物館」（平成 29 年８月 10 日～10 月 10 日）を国立歴史

民俗博物館との連携により開催し、21,349 人の入館者があった。 

さらに、「太陽の塔からみんぱくへ－70 年万博収集資料」（平成 30 年３月８日～５月 29

日）を本館展示館において開催し、本年度は、8,656 人の入館者があった。 

企画展としては、「津波を越えて生きる ― 大槌町の奮闘の記録」（平成 29 年１月 19 日

～４月 11 日）、開館 40 周年記念・カナダ建国 150 周年記念企画展「カナダ先住民の文化の

力―過去、現在、未来」（平成 29 年９月７日～12 月５日）、開館 40 周年記念企画展 アイヌ

工芸品展「現れよ。森羅の生命― 木彫家 藤戸竹喜の世界」（平成 30 年１月 11 日～３月

13 日）を開催した。 

未公開の所蔵資料を活用した共同研究等の成果をコンパクトかつ速報的に発信すること

を目的に、文化資源プロジェクトのカテゴリとして「コレクション展示」を新設し、前年

度に寄贈受入した標本資料に関する共同研究の成果を公開する、開館 40 周年記念新着資料

展示「標 交紀（しめぎゆきとし）の咖啡（コーヒー）の世界」（平成 29 年９月 28 日～11

月 14 日）本館展示場（ナビひろば）にて開催した。 

その他の展示としては、開館 40 周年記念写真展「世界のフィールドからみんぱくへ」（平

成 29 年 11 月９日～12 月 26 日）を開催し、世界各地での学術調査と資料収集をした 40 年

前のようすを写真で紹介した。これにより、博物館機能（展示施設）を持たない大学等に

おいて、コンパクトかつ低コストで効果的に研究成果を公開するためのモデルプランを構

築することができた。 

巡回展は、石川県立歴史博物館で「イメージの力 ― 国立民族学博物館コレクションに

さぐる」（平成 29 年７月 22 日～９月３日）を開催した。 

 

【博物館社会連携活動】 

博物館社会連携活動では、本館展示等関連ワークショップを８回実施したほか、遠足や

校外学習において本館を活用するための学校教員向けガイダンスで博物館社会連携活動に

ついて紹介した。 

（1）ワークシートの開発 

全展示場の新構築完了を受け、新しい展示場に対応するワークシートの制作に着手して

いる。本年度はデザインの検討を行い、プロトタイプを制作した。また、小学校に協力を

依頼し、遠足で来館した小学生に開発中のワークシートを使用してもらい、アンケートに

より使用感等の調査を行った。 

（2）貸出用学習キット「みんぱっく」 

貸出用学習キット「みんぱっく」は、153（前年度比 104%）の教育機関に対して 215 回（前

年度比 96%）提供し、約 24,061 人に利用された。利用件数は前年度をわずかに下回ったも

のの、大学や社会教育施設など、小・中・高等学校以外の機関での利用が増加した。 

本年度は昨年に引き続き、地域横断的にムスリムの生活用品を集めた新規パックを制作

し、「世界のムスリムのくらし１ 日常の中の祈り」「世界のムスリムのくらし２ 同時代
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を生きる」の２種類４パックが完成した。これらのパックは平成 30 年４月より運用を開始

する。またアンケート等で要望の多かったアフリカ地域を対象とした新規パック制作にと

りかかり、本年度は２年計画の１年目として、内容物の収集を行った。本年度、運送会社

が、取り扱う荷物のサイズ・重量を縮小したことから、これまで通りに運用できないパッ

クが発生し、運送会社の新たな規定に沿ったサイズ・重量に調整するため、３種類のパッ

クの改訂を行った。また、今後新規制作や改訂を行う際のスーツケースの基準を見直した。

他の取り組みとして、みんぱっくを使用した授業現場へ取材に赴き、ホームページに掲載

している活用事例紹介ページを充実させるとともに、みんぱっくの運用に際し、現場の声

をとりいれる貴重な機会を得た。 

（3）ボランティア支援 

本館では、ボランティア活動をおこなう団体「みんぱくミュージアムパートナーズ（MMP）」

の活動を支援して、市民活動の場として本館を提供している。総勢 160 名を超える MMP メ

ンバーの自己研鑽のための支援として、特別展及び企画展の概要説明会（５回）、本館の教

員による継続研修「来館者のニーズに応えるための MMP ステップアップ講座」（５回）をお

こなった。さらに、新規メンバーに対しては活動にあたり必要な知識を得るための研修（全

５回）を実施し、そのうち１回は外部講師を招き既存メンバーも対象とした研修を行った。

以上の支援により、MMP は、本年度、展示場内における視覚障害者の展示体験をサポートす

るプログラム「視覚障害者案内」を 26 回（案内数 292 名）、主に小学生を対象とした体験

型見学プログラム「わくわく体験 in みんぱく」を 15 回（プログラム参加者数 1,046 名）、

その他一般来館者を対象とした各種ワークショップ（「点字体験ワークショップ」12 回、年

末年始展示イベント「いぬ」におけるワークショップ３回、その他のワークショップ６回）

を実施した。また、開館 40 周年記念特別展「ビーズ－つなぐ・かざる・みせる」の体験コ

ーナーにおいては、9,000 名を超える観覧者のプログラム体験をサポートした。さらに、館

外で開催されたボランティアフェスタへも参加するなど、民博外での活動にも積極的に取

り組んでおり（ワークショップ７回）、博物館を起点とした社会との連携を推進している。 

また、平成 29 年４月１日の本館の改組にともない、「国立民族学博物館におけるボラン

ティア活動に関する覚書」の内容を変更する必要が生じたため、これまでの MMP の活動の

なかで本館との間で決められた事柄などを詳細事項として新たに作成した上で覚書を再締

結した。 

（4）アウトリーチへの取り組み 

 近年、本館が実施するワークショップのアウトリーチ活動への要望が館の内外から増え

てきたのを受けて、本年度、館外の施設で実施可能なワークショップ開発をおこなった。

大人数の参加者にも対応できるようなプログラムを検討し、館内で学校団体向けに試行し

た後、館外での実施に向け問題点を整理したうえでプログラムの改良をおこなった。そし

て試験的に熊本県立装飾古墳館にて開催された「ミュージアムキッズ！全国フェア 2017」

に出展し、その試行結果に基づき、今後アウトリーチ活動を行う際の条件等を検討した。 
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【入館者数】 

平成 29 年度の入館者数は 239,476 人（前年度比 97%）であった。前年度を下回った主な

要因としては、無料入館日の変更（９日→４日）、無料対象の変更（本館展示、特別展示→

本館展示のみ）などが考えられるが、平成 29 年度から開始した小・中学生の観覧無料化お

よび、学校団体への協力体制の強化よる団体入館者増の効果が、個人入館者の減少による

全体の入館者数への影響を最小限に止めている。 

 

２）広報活動 

【開館 40 周年記念事業】 

平成 29 年に開館 40 周年を迎えることを記念して、次世代を担う小・中学生の観覧無料

化を 29 年 4 月 1 日からスタートさせた。来館経験のある小・中学生を増やすことで、「み

んぱく」ファンを増やし大学生・大学院生の利用へとつなげるとともに、生涯をとおして

利用可能な施設というイメージを定着させることを目的とし実施し、これにより小学校団

体が前年度比 50％増となった。 

併せて、29 年度から無料観覧日を９日から４日に変更し、また無料対象を本館展示のみ

とした。また、展示のテーマと内容のレベルアップ等による入館者の増加を目指すという、

博物館としての本来の活動を重視する方向にシフトした。 

開館 40 周年を積極的に発信するため、記念ポスターとチラシを作成したほか、館内に 40

周年を記念したタペストリーを設置した。 

 

【地域に根ざした広報活動】 

 平成 27 年に開業した大型複合施設エキスポシティ内の各施設と連携し、下記のさまざま

な広報活動を行った。 

(1)  吹田市情報発信プラザ「Inforest すいた」で１ヶ月間（9 月 1 日～30 日）、「みんぱ

くフェア」を開催した。体験展示や標本を模した制作物を配置するなど、研究・展示

活動を発信し、本館の認知度向上と集客を図った（入場者数 25,496 名）。 

(2)  無印良品ららぽーとエキスポシティと、開業２周年記念イベント「みんぱく・無印

良品ららぽーと EXPOCITY オープン２周年記念みんぱくツアー」を２回実施した（参加

者 数計 20 名）。同店内には継続的に本館のチラシや関連書籍を陳列し、無印良品利

用者に本館の活動を訴求した。 

万博記念公園内の飲食店４店舗との観覧料及び飲食料等の相互割引を継続し、公園内に

おける利用者の回遊性を高め、集客を図った。 

北大阪８市３町の美術館・博物館計 53 館が参加する「北大阪ミュージアム・ネットワー

ク」による文化祭「北大阪ミュージアムメッセ」に参加し、会場提供した。他にもミュー

ジアムぐるっとパス・関西 2017 に継続参加するなど、地域における美術館・博物館の活動

における中心的役割を担い、注目度を増した千里を起点として発信する広報活動を展開し

た。 

 枚方市にある商業施設「枚方 T-SITE」が主催する「カナダフェア」に特別協力し、教員



 
 

 

 18

による講演会とブース設置を行い、開館 40 周年記念企画展「カナダ先住民の文化の力―過

去・現在・未来」の広報活動ならびに、新たな地域・層への広報活動を展開した。 

 

【学校教育・社会教育活動】 

本館研究者の研究成果を幅広い層に社会還元するため、積極的なアウトリーチの講演活

動を行った。主に社会人を対象とした生涯教育として、大阪梅田のグランフロント大阪に

おいて、連続講座「みんぱく×ナレッジキャピタル」を「ビーズ－つなぐ・かざる・みせ

る」及び「フィールドワークを語る」のテーマで計 10 回開催した。各テーマのうち１回は、

本館展示ツアーとすることで、館外での催しを展示観覧につなげることを狙った（参加者

数計 379 名）。大阪阿倍野のあべのハルカス近鉄本店においては、連続講座「カレッジシア

ター地球探究紀行」に特別協力した（産経新聞主催、20 回開催、参加者数計 657 名）。大阪

府高齢者大学校の講座（30 回開催、参加者数計 1,140 名）において、引き続き本館教員が

講座を担当した。 

千里文化財団の協力のもと、大学等教育機関との連携を図り、文化人類学・民族学にふ

れる学びの場を提供することを目的とした会員制度「国立民族学博物館キャンパスメンバ

ーズ」を継続実施し、高等教育への本館の活用を推進した。平成 29 年度は、新規加入１校

（京都大学）、継続加入６校（大阪大学、学校法人京都文教学園（京都文教大学・短期大学）、

同志社大学文化情報学部・文化情報学研究科、千里金蘭大学、学校法人立命館（立命館大

学、立命館高等学校、立命館宇治高等学校、立命館守山高等学校、立命館慶祥高等学校）、

学校法人塚本学院（大阪芸術大学、大阪芸術大学短期大学部、大阪芸術大学附属大阪美術

専門学校））の申込があり、計 3,351 人の学生、教職員が来館した。また、本館の展示や館

蔵資料を大学教育に広く活用するためのマニュアル「大学生・教員のためのみんぱく活用」

を本館ウェブサイトに掲載し、111 件、3,179 名の大学関係者が展示場を利用した。本年度

は、「大学生・教員のためのみんぱく活用」をさらに広報し、大学教育における本館の共同

利用を促進するため、活用方法を紹介したリーフレットを作成し、全国の大学に配布した。 

初等中等教育への貢献として、大阪北摂地域の中学校６校から 14 名を職場体験として受

け入れたほか、学校教員を対象に、博物館見学の準備や事前・事後の学習に役立つツール、

貸出用学習キットなどの紹介を目的としたガイダンスを２回実施し、87 団体 268 名の参加

があった。 

特に若い世代に対する特別展と本館展示の相互観覧による理解度の向上を目的とした学

校団体（高校、大学）に対する特別展観覧料の優待措置を継続し、特別展の観覧者数の増

加に貢献した。 

 

【インターネットによる広報活動】 

インターネットによる情報発信とアクセシビリティを一層向上させた。 

ホームページに関しては、英語トップページのレイアウト刷新や LINE 等ソーシャル・メ

ディアのシェアボタンの設置、CMS セキュリティの向上等リニューアルを重ねた。ホームペ

ージの利用者数は、訪問者数 762,952、ページビュー数 2,426,037（集計の不具合で、平成
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29 年 12 月 19 日～平成 30 年１月 11 日は除く）であった。 

メールマガジン（みんぱく e-news）に関しては、利用者アンケートの結果等を参考に内

容の見直しを図りながら、毎月１回継続して発信している（配信数は 56,264 件）。 

ソーシャルメディアに関しては、海外を含む発信力の強化及び若い女性を中心とした新

たな客層の開拓を図るため、新たに公式 Instagram（写真の撮影・加工・共有サービス）ペ

ージを開設した。既存のソーシャル・メディアの利用者も順調に増加し、自前の広報メデ

ィアとして、着実に地歩を固めている。（Facebook いいね！数 14,858（累計）、Twitter フ

ォロワー数 39,242（累計）、YouTube 総再生回数 15,152 回（29 年度）、Instagram いいね！

数 2,888（累計））。 

 

【マスメディアによる広報活動】 

新聞に関しては、新たに産経新聞で、各展示場の目玉となる標本資料を紹介する連載を

開始した。（10 月～３月、月３～４回連載 計 20 回程度）。毎日新聞の「旅・いろいろ地球

人」の連載も継続し、研究者がそれぞれの研究内容を多様な年齢層、地域の読者向けにわ

かりやすく解説した。また、文部科学教育通信で月２回「国立民族学博物館の収蔵品」の

連載も継続し、各研究者が研究内容と本館収蔵資料について解説した。千里ニュータウン

FM 放送番組「ごきげん千里 837（やぁ、みんな）」も継続している。 

プレスリリースも随時発信し、マスメディアに情報提供した（年間 27 本）。報道関係者

との懇談会・内覧会等は、年 16 回（参加者数 247 名）開催し、共同研究をはじめとする最

新の研究成果を積極的に紹介した。29 年度は、テレビ 19 件、ラジオ 69 件、新聞 723 件、

雑誌 119 件、ミニコミ誌 224 件、その他 124 件の各媒体総数 1,278 件で、本館の活動が紹

介された。 

 

【研究成果の社会還元及び教育普及活動】 

 研究成果の社会還元として、継続して文化人類学・民族学の最新の研究成果を発信する

「みんぱくゼミナール」を 12 回（参加者数 2,409 名）、研究部のスタッフと来館者が展示

場内でより身近に語り合う「みんぱくウィ－クエンド・サロン―研究者と話そう」を 46 回

実施した（参加者数 1,884 名）。またシンポジウムを交えた「エジプト映画『ヤギのアリー

とイブラヒム』上映会」（参加者数 315 名）や「渡り鳥と人とのかかわり―北東アジアから

考える―」（参加者数 315 名）など人間文化研究機構地域研究推進事業に関連した上映会や

みんぱくワールドシネマなどの「みんぱく映画会」を７回（参加者数 2,252 名）実施した。 

この他、研究公演「めばえる歌―民謡の伝承と創造―」（参加者数 188 名）や「音楽の祭日

2017 in みんぱく」（参加者数のべ 5,119 名）、「カムイノミ儀礼」（見学者数 265 名）を実施

した。 

この他、特別展・企画展・展示イベントに関連するワークショップ、ゼミナール、ウィ

ークエンド・サロンなど、多数のイベントを開催し、展示の理解を深めることに寄与した。 

これらの活動は、みんぱくカレンダーやチラシを制作し、関係諸施設を通じて配布した

ほか、広報誌『月刊みんぱく』を国立民族学博物館友の会会員に配付したり、全国の研究
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機関、大学等に寄贈したりすること等によって、広く情報発信した。視覚障がい者向けの

同誌音訳版も並行して製作・配付した。 

 

【その他の活動】 

昨年度の本館敷地内の案内誘導サインの見直しに引き続き、多様な来館者がアクセスす

るきっかけになるよう特別展示館横断幕および総合掲示板上部サインのデザインの検討と

再作成を行った。 

本年度からの小・中学生の観覧無料化による団体見学数増加に伴い、団体見学で本館を

訪れた小・中学生が、家族で再来館するきっかけとなるよう、観覧料割引券の配布を試行

した。試行の結果、「遠足や校外学習で来館した小・中学生が割引券を持ち帰り、館での体

験を家族等に話すことで、家族と再来館するきっかけとする」効果がみられたため、来年

度以降も観覧料割引券の配布を引き続き行うこととした。 

高齢者や身体が不自由な方等多くの方が快適に来館できるよう、特別展会期中の土、日、

祝日に大阪モノレール「万博記念公園駅」から本館まで無料のシャトルバスを運行した。 

 

３）産学連携活動 

 システムインテグレーション企業（パナソニックシステムソリューションズジャパン株

式会社）と連携・協力協定を締結し、展示場内において、来館者への展示資料に関連する

学術情報の提供、及び来館者自らの関心に基づく観覧ルートの提供を実現する位置情報取

得システムの実証実験を行い、次世代電子ガイドシステムに組み込むこととした。 

 

４）今後の課題 

運営費交付金の定率削減に伴い、広報事業、常設展示場の運営、収蔵資料の維持管理等

の博物館施設に必要不可欠な事項以外の活動について見直しを余儀なくされる状況にある。

特別展示・企画展示等の開催回数や規模の縮小を検討する必要がある。 

予算対策として、支出を削減し、予算をかけない広報手段に注力するだけではなく、入

館料等の収入の増大を図ることも課題として挙げられる。また、公的機関の競争的資金や

民間からの寄附等の外部資金の調達が考えられるが、現状は個別的な対応に留まっている。

外部資金の調達を館全体で戦略的に実施できる仕組みや、外部で実施された展示会の誘致

等を本館のミッションに即した形で考えていくことも必要である。 

第三期中期目標・中期計画では、「社会との連携及び社会貢献」も大学共同利用機関の一

つの使命となっており、本館は博物館施設という社会に開かれた装置をもつ強みを活かし、

初等、中等教育も含めた一般社会への研究成果の発信を積極的に続けていくことが必要で

ある。貸出用学習キット「みんぱっく」の運用環境を充実させるとともに、社会人の学び

なおしの機会でもあるボランティア活動の運営支援も引き続き推進していくことが望まし

い。 

携帯型の展示解説装置「電子ガイド」については、2007 年の導入後すでに 10 年が経過し

更新が不可欠となっている。更新に向けては、一般来館者の利用用途を分析し、利用者の
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ニーズに合った情報を提供できるユーザインタフェース等の検討が必要である。さらに展

示場で展開する情報提供においては、技術の発展に伴い、情報の提供方法も幅広くなって

いるため、時代に合わせつつ将来的な見通しを持った取り組みも検討すべきである。 

研究成果の社会還元や教育普及活動においては、長年継続してきた既存の活動に加え、

各種研究プロジェクトや外部資金による研究の成果を還元する活動を促進したり、近隣諸

施設と連携した活動を積極的に企画・実施したりするなど、さらなる新規事業の検討が必

要である。 

 

６．国際交流 

１）海外の研究機関との協力関係 

平成 29 年度末までに、12 カ国・地域 19 機関との国際学術交流協定を締結しており、そ

の主な活動は、以下のとおりである。 

① ヴァンダービルト大学（米国） 

同大学と本館の共催による国際シンポジウムを開催するとともに、成果刊行のためのス

ケジュールを取り決めた。 

② 国立台湾歴史博物館（台湾） 

平成 30 年度開催予定の特別展「記録台湾」（仮称）の準備作業のため、同大学の研究者

を招へいし、本館収蔵の内田アーカイブズの精査を実施した。 

③ 北アリゾナ博物館（米国） 

ホピ製宝飾品資料のソースコミュニティとの熟覧調査の協働編集作業、資料調査を行う

と共に、国際ワークショップを主催した。また、これまでに実施した資料熟覧調査の成

果をまとめる作業を行っている。 

④ 社会科学院民族学・人類学研究所（中国） 

これまでに実施した国際シンポジウムの成果を論文集にまとめ、多言語による研究成果

の発信と刊行出版に努めた。 

⑤国立博物館（フィリピン） 

植物サンプルの分析について共同研究を実施。また、国際学術交流協定の更新を行った。 

⑥アシウィ・アワン博物館・遺産センター（アメリカ） 

これまでの国際ワークショップに関する成果報告の出版に向けた準備を行った。 

⑦生態学生物資源研究所（ベトナム） 

共同フィールドワークを実施し、植物サンプルの収集・分析を行った。 

⑧ロシア科学アカデミー・ピョートル大帝記念人類学民族学博物館（クンストカメラ）（ロ

シア） 

中央・北アジアの諸民族に関する意見交換を進めてきた成果に基づき、本館展示場中央・

北アジア展示の部分改修を行った。 

⑨ロシア民族学博物館（ロシア） 

中央・北アジアの諸民族資料に関する SES および SER の刊行に向けて編集作業を行った。 
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⑩エジンバラ大学(英国) 

両機関が協力して刊行予定の英文研究業績集の編集が行われた。また、本館から研究者

を派遣する計画についての調整を行っている。  

⑪国立台北芸術大学(台湾) 

博物館専門人材育成を目的とした国際フォーラムを台湾および本館にて開催した。また、

来年度の国際フォーラムについての準備を行った。 

⑫内蒙古大学(中国) 

満洲国時代の画像史料のモンゴル関係の史料に関する解説に協力した。また、北東アジ

ア地域研究シンポジウムの企画への協力、東部モンゴルの記録からは日本との文化交渉

に関する資料の収集分析を行った。 

⑬国立民俗博物館(韓国) 

国際共同展示・映像制作など。同大学に本館教授が招へいされ、漁民研究に関する共同

調査を実施した。 

⑭順益台湾原住民博物館(台湾) 

台湾および本館において学術研究会を開催した。また、学術刊行物『台湾原住民研究』

２１号を出版した。 

⑮国立サン・マルコス大学(ペルー) 

パコパンパ遺跡の学術調査の共同実施、国立サン・マルコス大学の学部学生の指導、発

掘の成果について第 18 回ラテンアメリカおよびカリブ海地域国際研究所連盟会

（FIEALC2017）、ペルー考古学会議および古代アメリカ学会で発表した。 

⑯浙江大学（中国） 

資料の寄贈、人材交流、共同研究など。平成 29 年度には、同大学の図書館の「民博文庫」

に本館の主要刊行雑誌を寄贈した。 

⑰ブリティッシュコロンビア大学人類学博物館 (UBC)（カナダ） 

本館収蔵の北米北西海岸先住民関連資料に関するデーターベースコンテンツを

Reciprocal Research Network（RRN）へ提供した。また、同大学の教授を招へいし、フ

ォーラム型情報ミュージアムのデータベースの高度化および先住民をはじめとする異文

化展示のあり方について共同研究を実施した。 

⑱客家文化発展センターおよび交通大学客家文化学院（台湾） 

国際共同研究、研究者の交流、博物館に関する資料や情報の交換など。平成 29 年度に、

3者機関間における研究活動や博物館活動を促進・活性化させることを目的に協定が結ば

れた。 

⑲イラン国立博物館（イラン・イスラム共和国） 

国際共同研究、研究者の交流、博物館に関する資料や情報の交換など。平成 29 年度に、

両博物館における研究活動や博物館活動を促進・活性化させることを目的に協定が結ば

れた。 

 

２）国際協力・交流事業 
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JICA 課題別研修博物館とコミュニティ開発コース“Museums and Community 

Development”は、地域コミュニティと結びついた博物館の運営に必要な、収集・整理・保

存・展示・教育に関する実践的な技術の研修を実施し、博物館を通じて、各国の文化の振

興に貢献できる人材を育成するものであり、世界でも希な研修となっている。 

本コースは、過去 24 年間にわたり、モンゴル、タイ、ペルー、ヨルダン、エジプト、ザン

ビアを始めとする 60 ヶ国・地域の博物館関係機関から、248 人の研修員を受入れてきた。

参加した研修員は、帰国後、自国の博物館の発展・運営に活躍されています。 

平成 29 年度は、アルメニア・エジプト・パプアニューギニア・サモア・セーシェル・バ

ヌアツ・ザンビア・トルコ・ヨルダンの９ヶ国・地域から 10 名の研修員、サウジアラビア

からの１名のオブザーバーを受け入れ、９月 25 日から 12 月 16 日まで３ヶ月間の研修をお

こなった。 

 

３）国際シンポジウム・ワークショップ等 

 平成 29 年度は、機関研究、館長リーダーシップ経費研究成果公開プログラム、フォーラ

ム型情報ミュージアムの構築などで、19 件の国際シンポジウム等を本館及び館外において

実施し、1,651 名の参加者を得た。 

 

年月日 日本語タイトル 開催場所 
参加 

人数 

H29.6.19 現代中東地域研究レクチャー・シリーズ第 7回レクチャー 民博第 3 セミナー室 10 

H29.9.9～

9.10 

一般公開国際シンポジウム「カナダ先住民の歴史と現状」・日本カナダ学会「第４２回年次研

究大会」 
民博第 4 セミナー室 165 

H29.10.21

～10.22 
国際フォーラム『地域文化の再発見 大学･博物館の視点から』 別府 215 

H29.10.27 現代中東地域研究レクチャー・シリーズ第 9回レクチャー／第 3 回超域フィールド研究会 民博４F特別研究室 7 

H29.11.3 公開フォーラム「世界の博物館 2017」 民博第 5 セミナー室 82 

H29.11.4

～11.5 

The 1st Asian Consortium for South Asian Studies South Asian Diaspora and Popular Cultures 

in Asia 
タイ 98 

H29.11.11 2017 年度 MINDAS-South Asia 第 1 回国際セミナー 民博第 4 セミナー室 11 

H29.11.14 第 1 回現代中東地域研究国立民族学博物館拠点連携研究 民博第 3 セミナー室 14 

H29.11.29

～12.1 
国際シンポジウム「無形文化遺産をめぐる交渉」 民博第 4 セミナー室 47 

H29.12.5 現代中東地域研究レクチャー・シリーズ第 10 回レクチャー 

民博第 7 セミナー室 10 



 
 

 

 24

H29.12.16 国際シンポジウム「アラビア半島の文化遺産保護の現状と展開：サウジアラビアを中心として」 

横浜 48 

H30.1.5～

1.6 

2018 January INDAS-South Asia/Martin Chautari International Symposium “Peaceful 

Development of South Asia” 

 

ﾈﾊﾟｰﾙ 95 

 

H30.1.15 

 

現代中東地域研究レクチャー・シリーズ第 11 回レクチャー 民博４F 第 3演習室 10 

H30.2.2 第 2 回現代中東地域研究国立民族学博物館拠点連携研究 民博第 6 セミナー室 12 

H30.2.7 「イラクで憬れた西洋、フランスで発見した東洋――書道家ハサン・マスウーディー氏に聞く」 フランス 102 

H30.2.9～

2.10 
日本と中東におけるフランス的オリエンタリズムとその後の展開 フランス 30 

 

H30.3.6 

 

「インドにおける近代的宗教表現の展開とその影響」）＆MINDAS 共催国際セミナー 民博第 6 セミナー室 

 

13 

 

H30.3.19

～3.21 
特別研究シンポジウム「歴史生態学から見た人と生き物の関係」 民博第 4 セミナー室 134 

H30.3.24

～3.25 
アラブ地域の文学作品における個と社会 民博第 4 セミナー室 25 

 

４）今後の課題 

平成 30 年３月末現在、海外の 20 機関及び国内の 11 機関と学術協定を締結しているが、

本館の研究プロジェクト及び博物館活動のさらなる展開に従い、今後もその数は増加する

ことが予想される。館全体の研究プロジェクトや博物館活動をさらに効果的に推進するた

めには、学術協定の締結先を戦略的に選定することが必要である。また、引き続き、国際

協力機構や日本学術振興会と連携しながら開発途上国の博物館運営や人材育成に協力し続

けるとともに、ハブとなって博物館の国際的なネットワークの形成に貢献し続けることが

大きな責務である。 
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７．大規模災害復興支援 

本館は、平成 23 年３月の東日本大震災発生直後に「東日本大震災被災地支援対策会議」

を設置した。同会議の下に置かれた東日本大震災復興支援対策チームの活動を継承し、大

規模災害に関連するさまざまな情報の収集・公開、人的・物的、知的資源を結ぶネットワ

ーク構築、将来起こりうる災害への対策策定などを支援する目的で、平成 23 年４月に国立

民族学博物館大規模災害復興支援委員会が設置された。 

 同委員会は、館長リーダーシップ経費による活動のほか、人間文化研究機構基幹研究経

費「平成 28 年度広領域連携型基幹研究プロジェクト「日本列島における地域社会変貌･災

害からの地域文化の再構築」班を構成する「日本列島における地域文化の再発見とその表

象システムの構築」に参加した。さらに科学研究費補助金などの外部資金も加えて、(1)「被

災した有形･無形の文化遺産の保護」、(2)「災害の記録･記憶の継承」、(3)「災害時におけ

る大学間の連携体制の構築」を研究の柱として活動を展開した。 

(1)のうち有形文化遺産に関しては、実際に被災した文化財が保管されている一時保管場

所の環境モニタリングとその結果に基づいた環境整備の提言と実践を行った。無形文化遺

産の保護活動では、民博などの施設を利用して被災地の芸能団体を招いて、芸能を実践す

る場の創出を通じて無形文化遺産の復興支援をしてきた。平成 24 年度には岩手県の２つの

伝統芸能「鵜鳥神楽みんぱく公演」（平成 24 年 10 月、入場者 251 人）、「南部藩壽松院年行

司支配太神楽」公演（平成 24 年 11 月、入場者約 500 人）、平成 25 年度には宮城県の「雄

勝法印神楽みんぱく公演」（平成 25 年 11 月、入場者 404 人）、平成 26 年度には福島県の「じ

ゃんがら念仏踊りみんぱく公演」（平成 27 年１月、入場者 375 人）、平成 27 年度に宮城県

南三陸町波伝谷を舞台としたみんぱく映画会「波伝谷に生きる人びと」（平成 28 年２月、

入場者 213 人）、平成 28 年度に「黒森神楽×雄勝法印神楽 in みんぱく公演」（平成 28 年５

月、426 名）、「城山虎舞 in みんぱく」（平成 29 年３月、353 名）をそれぞれ開催し、被害

の大きかった東北三県への支援につなげた。 

 (2)の「災害の記録・記憶の継承」に関しては、未来に向けた防災の糧とする目的から、

「津波の記憶を刻む文化遺産―寺社・石碑データベース―」をウェブサイトで公開し（2017

年 11 月 6 日）、日本各地の地震や津波災害の記憶を伝える寺社・石碑等の文化遺産の記録・

保全を進めた結果、短期間で登録件数や協力ユーザー数が伸びるなど大きな社会的な反響

があり（協力ユーザー数 23 人、レコード件数 333 件、平成 30 年 3 月 31 日時点）、市民参

加型での防災文化資料保全の取り組みを推進した。また、企画展「津波を越えて生きる;大

槌町奮闘の記録」（平成 29 年１月 19 日から４月 11 日）を開催し、災害時における住民主

導の避難のあり方や避難所対応について検証するとともに、地域文化と地域復興の密接な

関係について明らかにし、被災地の地域文化を考慮した復興の重要性を提示した。展示の

一部は対象とした大槌町に寄贈した。今後は、地元の公民館にて展示することで震災の記

録としての利活用を検討していく。 

 (3)の「災害時における大学間の連携体制の構築」では、大学機関を中心に設置が急速に

進んでいる資料ネットワークとの連携を目指し、災害時における協力関係の構築を目指し
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た打ち合わせを重ね、神戸大学との協定を締結した。 

 以上の諸活動の結果、平成 28 年度から始まった人間文化研究機構基幹研究「日本列島に

おける地域文化の再発見とその表象システムの構築」に向けて本格的な研究活動を開始し

た。その成果として平成 28 年度には、大船渡市立三陸公民館大ホールにおいて、国立民族

学博物館主催による「郷土芸能復興支援メッセ「文化遺産の継承と発展」（平成 28 年 11 月

13 日）を開催し、平成 29 年度には、釜石市と連携して「郷土芸能復興支援メッセ in 釜石」

（平成 30 年２月 24 日～25 日、於：釜石市文化ホール）を開催した。これによって、郷土

芸能団体の活動を未来に向けて活性化させるための支援をした。その際に会場にて、「津波

の記憶を刻む文化遺産－寺社･石碑 DB」のデモンストレーションをおこない、被災地と民博をつ

なぐ活動の周知を図った。また、台湾において国際フォーラム「地域文化の発見、保存、活

用」（平成 28 年 11 月 25 日、26 日、177 名）を開催した。地域文化の所在地の住民が、自

身の地域文化をいかに捉え、保存・活用するかについて日本と台湾の事例を対比しながら、

未来への継承のあり方を考える機会となった。また、平成 29 年度は、別府大学において、

大学や博物館が地域住民と連携しながら地域文化を再発見する可能性や仕組みを考える国

際フォーラム「地域文化の再発見－大学・博物館の視点から」（平成 29 年 10 月 21 日、22

日、215 名）を開催した。 

以上の活動の成果は、文化財保存修復学会や災害復興学会などで発表した。 

 

８．開館四十周年記念事業の実施 

本館は、平成 29 年に開館 40 周年を迎え、「国立民族学博物館開館四十周年記念式典」（平

成 29 年 11 月、出席者 414 人）を挙行した。くわえて、開館四十周年記念事業として、特

別展（３件）と企画展（２件）を開催したほか、記念写真展「世界のフィールドからみん

ぱくへ」（平成 29 年 11 月８日～12 月 26 日、入場者 26,377 人）、記念シンポジウム「民族

誌コレクションの役割とその未来」（平成 30 年３月 25 日、入場者 147 人）など一連の関連

事業を実施し、一般国民に対して、みんぱくの認知度を高めた。 

 

９．業務運営 

１）館長のトップマネージメント 

第二期中期目標・中期計画を着実に達成できるよう、館長のリーダーシップのもと部長

会議において速やかに重要事項を審議し決定する仕組を構築している。一方、各種委員会

での検討状況や業務運営の進行状況を確認するとともに、教員連絡会で教員の意見を聞き

取る機会を適宜取り入れている。これらによって、トップマネージメントだけでなくボト

ムアップでの意思決定の機会を組み合わせながら、館長のリーダーシップが発揮できる運

営体制を維持している。 
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館長のリーダーシップにより戦略的・重点的に取り組む事業に充てる経費として、「館長

リーダーシップ経費」を財源措置し、①本館として行うべき重要な事業及び調査、あるい

は本館の活性化につながる事業及び調査に充てる「事業・調査経費」、②海外における調査

研究を支援することにより、本館における基盤的研究を充実させるための「外国調査研究

旅費」、ならびに③共同研究の促進及びその成果の公開に充てる「研究成果公開プログラム」

の３つの経費枠を設け、館員からの申請に基づき予算対策会議での審査のうえ、予算配分

を行った。また、それらに加え、④その他、館長が特に必要と認めたものとして「その他

経費」を新設し、よりリーダーシップを発揮できる仕組みを整えた。平成 29 年度は、「事

業・調査経費」として、展示ガイドの翻訳経費、特別展解説書「ビーズ―つなぐ、かざる、

みせる」の英語版）の刊行や研究公演「エチオピア高原の楽師アズマリの音楽とその世界

的展開」や「めばえる歌―民謡の伝承と創造―」の開催など７件を採択した。「外国調査研

究旅費」としてはウズベキスタン共和国への渡航を１件支援した。また、「研究成果公開プ

ログラム」としては、研究者の国際研究集会への派遣事業を２件採択し、国際シンポジウ

ム・フォーラムなどの研究成果公開に対する支援を５件採択した。さらに、「その他経費」

としては、開館四十周年記念事業に対する支援を３件採択した。 

 

２）財務の改善 

 次期の客員教員及び外国人研究員等についてより有効に機能するよう制度の見直しを行

い、年間 18,000 千円程度縮減出来る見込である。また、前々年度に展示場、研究部及び事

務部の照明設備を、前年度及び今年度に収蔵庫・書庫・セミナー室それぞれの一部を LED

に取替え、省エネルギー機器の整備を行った。これにより、光熱水料について、実施前と

比較し、年間 10,000 千円以上削減出来ている。 

 小中学生の入館料無料等により入館者数及び収益が増加した取組として、来館者サービ

ス向上を目的として、無料観覧制度の戦略的な見直しを行った。まず、小中学生について

は、次世代を担う子どもたちが異文化理解を深め、将来もリピーターとして来館してもら

うという新たな社会教育サイクルを創出するために、小中学生の入館料無料化を４月１日

から実施した。これにより、小学校団体が前年度比約 50％増となった。次に、小中学生以

外の一般観覧者については、新構築が完了した本館展示を観覧しやすくする試みとして、

隣接する万博記念公園との利用促進を図るため、本館展示の無料観覧日を万博記念公園無

料入園日に合わせることとした。これらの取組の積極的な周知と、特別展、企画展、新規

事業としての「コレクション展示（新着）」にかかる効果的な広報の結果、前年度に比して

有料入館者数が 29.3％増加し、収益は 2,742 千円（前年度比）増加した。 

 

３）施設の整備・安全対策 

施設の有効利用及び適切な管理のための施策の検討を行うために、平成 28 年度同様に施

設マネジメント委員会を毎月行っている。施設マネジメント委員会は５人の教員と３人の

事務職員で構成されており、管理部長、財務担当課長も構成員となっている。そのため、

施設の現状や計画が共有でき、且つ予算を含めた意見交換ができるため、施設の整備・安
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全対策を実施するための意思決定が速やかに行われ、今年度は常設展示場の空調ダクト上

の放置物を撤去するといった安全対策を実施した。他に北側通用口の舗装を改修しバリア

フリー化を行い、全ての方々が安全に通行出来るよう環境改善整備を実施した。 

省エネ・経費節減対策に関して国立民族学博物館においては、セミナー室、書庫、第7展

示棟各室のみならず共用部（廊下）の照明器具を人感センサー付きLED型照明器具に取り替

え、更なる節電に努めた｡ 

４）研究組織の改組 

新たな共同利用型研究体制の構築によって総合的研究力を強化し、博物館機能の高度利

用化による学術資源の研究開発力の強化をするために、研究部組織の抜本的改革実施を決

定し、平成29年度に研究組織の改組を行った。 

PDCAサイクルによる研究力強化を実現するため、平成29年度より、研究部を人類基礎理

論研究部、超域フィールド科学研究部、人類文明誌研究部、グローバル現象研究部の４研

究部体制に再編するとともに、各研究部を 第一超域（日本、東アジア、東南アジア、中央

・北アジア)、第二超域（南アジア、西アジア、アフリカ）及び第三超域（ヨーロッパ、北

米、中南米、オセアニア）を対象として調査・分析を行う研究スタッフからなる３つの研

究ユニットに構成し、時間的・空間的に世界全体を俯瞰する研究推進体制を構築した。新

体制での新たな研究プログラムとして、「学術潮流フォーラム」を設け、平成29年度は、人

類基礎理論研究部主催の国際シンポジウム「変容する世界のなかでの文化遺産の保存」（平

成29年10月７日～８日、於：民博）を開催した。 

さらに、上記の各研究部による組織的研究力を強化し、共同利用・共同研究の面での機

能強化を実現するために、国内外における博物館機能の共同利用のための基盤整備の立案

及び管理並びに博物館機能のイノベーションによる研究過程で蓄積された人類文化に関す

る知の発信・研究・創造、研究の高度化を企画・推進する「学術資源研究開発センター」

及び、新領域の開拓に向けての共同利用型研究プロジェクトの基盤整備による研究力強化

及びIR室と連携した研究基盤改善策の立案・国際／国内戦略の企画並びに総合人間文化研

究推進センターとの連携協力を進展させるための「国際研究統括室」を設置した。「国際研

究統括室」では、研究部改組に伴う本館全体のミッションや各研究部・センターの研究機

能と連動するかたちで、共同利用型研究プロジェクト全体の枠組みのなかで共同研究体制

について検討を加え、館外教員による共同研究の公募方法を改善し、育休・産休・介護休

暇にかかる延長措置等も含めるなど、共同研究の募集要項を見直した。 

 

５）手話言語学部門の設置について 

      手話言語学研究の推進と研究成果の諸大学や社会発信のためのアウトリーチ、および、

手話通訳者養成を通してろう聴の研究者が協働して研究を進めるための基盤づくりにと

りくむことを目的に設置された。現在、併任１、専任３、事務補佐員４、国内客員２、外

来研究員１の計 11 名（うち、ろう者は３名）で手話言語学の研究、通訳養成、社会発信

やアウトリーチ活動、手話を含む言語展示の企画等を進めている。 
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６）今後の課題 

財務の改善について、今後以下の対策が必要である。 

・平成 28 年度以降の第三期中期目標・中期計画期間中の運営費交付金が、平成 28 年度・

29 年度・30 年度について第二期中期目標・中期計画期間中に比べて大幅に減額され、平

成 31 年度以降も同様であると予測されるため、全経費の見直し等を含め予算を考える必

要がある。その中でも、特に研究費の不足分については、科学研究費助成事業などの競

争的資金を獲得する事で補うために、常勤研究者の科研申請率を高めた上で、採択率を

上げるとともに、分担者としての参加率が 80％を超えることを目標とする。また、競争

的研究資金については、従来の学問領域を越えた新たな分野へ意欲的に申請する。さら

に、教職員が一体となり、機関の研究活動等を広く産業界等と連携して広報するなどし、

寄附金等による自己収入を増加させる必要がある。機構全体で準備を進めている基金の

早期実現がその一助となる。 

・契約方法の見直しや、省エネルギー対応設備の積極的導入並びに教職員による省エネ

意識の啓発により、一般管理費の抑制を図る。 

・効率的なサービス提供が見込まれる業務や定型的な業務等について、外部委託を行う

一方、既に外部委託としているものの業務を見直し、廃止等の措置をするなどして事務

の合理化を図り、出来る限り経費を抑制する。 

施設の整備・安全対策について、今後以下の対策が必要である。 

・本館は、昭和 52 年に竣工後 39 年が経過し、経年劣化による屋上の防水機能の低下や、

屋上光庭トップライトに亀裂やシールの劣化が進行していたが、10 月に発生した大型台

風により、コーナーパネル脱落・防水シート剥離・トップライト割れ等甚大な被害が発

生したため、急遽文科省に緊急対策予算を要求し認められたが、これはあくまで災害に

より被害を受けた箇所を重点的に改修したにすぎず、全体的な改修には至っていないの

が実状である。この状況を抜本的に改善するために防水機能等の向上、また省エネの観

点から高反射塗料を塗布することで建物への熱負荷を軽減し、貴重な文化資源の保管に

万全を期することが急務である。 

・設置後 40 年近く経過し、メーカーの交換部品も無くなったうえ、故障も多発する昇降

機設備の改修を行うものである。また建築基準法施行令第 129 条の 10 第３項第１号に規

定する安全装置（戸開走行保護装置）の設置も行う。 

・本館は、博物館機能をもった研究所で、研究成果を一般公開しており、観覧者・教職

員の安全性確保のため、改修を行うものである。 

・講堂観客席の吊り天井を調査した結果、平成 26 年４月に施行された建築基準法施行令

の天井脱落対策の基準に適合していないことが判明した。設置から 35 年が経過し、老朽

化が進んでいることから、観覧者及び教職員等の安全を確保するため落下防止対策を早

急に講じる必要がある。 

・特別展示館展示場の床材の経年劣化が進んでおり、観覧者及び教職員等の安全を確保

するため、張り替えを行うものである。 


